研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　本部　　　職　種　　事務　　　氏　名　　　明戸　典子

	期　　間　　平成20年10月29日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　　平成20年度権利擁護・成年後見制度セミナー参加

	出 張 先　　県民福祉プラザ　4階　県民ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感考察】

· 成年後見制度について十分な理解がなされていないことから、制度を申請する側も安易であったり、受ける側も安易に受けている現状があることを知った。社会福祉士の主な役割として権利擁護、成年後見があることから、現状として制度が浸透していないこと、上手く活用されていないことについて今後活動していく上で啓発活動の必要性を感じた。

· 今回のセミナーには民生委員他一般の市民も参加しており、分かりやすい説明であった。またこうした説明方法を身につけることが、今後業務を行う上で、必要であると感じた。

· 五所川原、むつ市での取り組みから制度を活用する上での問題点も明らかになってきている。権利擁護の観点から利用者、家族を総合的に支援する組織作りが重要であると感じた。

【研修要旨】

　説明：「成年後見制度の概要について」　

講師：青森家庭裁判所　訟廷庶務係長　福井　啓一氏

成年後見制度の利用を希望したかたへの説明DVD

　　法定後見制度の説明

成年後見制度の種類を説明。そのうち後見を例にとり、申し立ての手続等を説明。

　　成年後見人の役割について説明

成年後見人は家族のためにではなく、本人のために適切に財産を維持、管理しなければならな

いが、その辺が曖昧になることが多い。また一度後見人になったら、家庭裁判所の許可がある

か、本人、または後見人が死亡するまで行わなければならない。

【考察】

　　成年後見制度について、とても分かりやすく説明が行われた。特に成年後見制度の利用を希望されたかたへ必ず見せているDVDについては、地域支援を行う関係者、権利擁護の立場で仕事をされている方、地域住民への啓発活動を行う際には是非、利用したいものであった。

任意後見契約については、家庭裁判所に任意後見監督人選任の申し立てをした例が県内には無いので、問題点等が明らかになっていないとのことであった。障害者自立支援法が施行された平成18年度には成年後見制度利用者が増えたとは言え、事例の少ない部分では、制度の問題点などが未だに見えていない状況にあることを感じた。

【研修要旨】

　　パネルディスカッション

「先駆的活動を通じて成年後見制度への理解を深める」

コーディネーター：青森県社会福祉士会　三上　富士子氏

　　

パネリスト①「社会福祉協議会による法人後見」

五所川原市社会福祉協議会　地域福祉課長補佐　三上　幸彦氏

　　五所川原社協で行っている日常生活支援事業、法人後見について説明。権利擁護センターごしょがわらでは平成20年度より①財産あんしんサポート事業（財産保管サービス、死後事務委任契約、利用契約による支援）②日常生活自立支援事業（福祉サービス利用援助：日常金銭管理サービス、書類等預かりサービス）③成年後見事業（法人後見事業：法定後見人等の法人による受任体制）を実施。対象者は①と③については判断能力がある方、②については判断能力が衰えた方、判断能力が失われた方は③の法定後見を適用。日常生活自立支援事業については平成11年から行われており、福祉サービース利用の援助、年金の出し入れ等を行っている。現在466件契約があり、支援を行っている。当事業を行ううちに、対処できない事例がでてきた。そのことが法人後見へとつながった。しかし、予算的問題もあり、法人後見については今後課題が残る。

【考察】

　　現在法人後見に取り組んでいるのは五所川原社協を除き昨年より十和田市社協が1名支援との話があった。青森県内の支援体制の薄さを感じた。また日常生活支援事業については契約能力がない方へは援助ができず、援助の行き詰まりを感じた。五所川原社協の取り組みは、支援の行き詰まりから、次の支援へとつなげていった例である。今後支援を行う立場になったとき、あきらめない姿勢の重要さを学んだ気がした。

　　パネリスト②「第三者後見人の養成」

　　むつ市地域包括支援センター　主事　橋本　徳之氏

　　第三者後見人について説明。1.第三者の専門職後見人のおかれている状況（全国で約2万件の申し立てが毎年ある。市町村長の申し立ては年々増加。しかし、第三者専門職が選任されている割合は全体の23％で不足している）2.市民後見人に期待される役割（市民後見人が担う可能性のあるケース、市民後見人がふさわしくないケースがあるが、市民後見人の定義はまだ定まっていない）3.むつ市民後見人養成事業の概要（むつ市民後見人養成講座の開設、養成講座修了者への終了証交付、市民後見人登録及び管理、成年後見人等候補者を家庭裁判所に推薦する取り組み、養成講座受講者へのフォローアップ）4.課題（コンプライアンス、支援体制、関係機関との連携）について詳細を説明。

【考察】

　　むつ市民後見人養成講座カリキュラムを見て、養成するだけではなく、認知症とはどういう病気なのか、精神障害者の生活とはなど、地域住民へ基本的な知識として持っていてもらいたい内容のものであった。むつ市の取り組みは興味深く、民生委員等へ、こうした講座が開かれれば、第三者後見人も数を増していくのではないかと感じた。しかし4課題で話があったように、費用面での問題が多く、一概に後見人養成講座を終了したので、お願いしますとはいえない状況にあることもわかった。市町村の積極的な協力がなければ、第三者後見人のなり手も少ないと思われる。行政のバックアップは必要であると感じた。

　　パネリスト③「権利擁護に関するネットワークの効果」

権利擁護サポートセンターあおもり　センター長　米谷　陽一氏

弁護士会、司法書士会、行政書士会、社会福祉士会、行政、地域福祉権利擁護センター、学識経験者で勉強会を行っている。年会費は1,000円、月1回、定期的な相談会、事例検討を行っている。

【考察】

　　現在抱えている事例を紹介していただいた。うまく連携がとれたケースを聞くと、対象者にかかわっている人たちとの信頼関係が影響している。信頼関係を築くには長期でかかわる必要があるが、信頼関係を築く前に、今やらなければならないことをできないのは、援助する側にとってはとても難しいとのことであった。現在担当している事業でも、顔合わせから、日々の活動を見てもらうことで、少しずつ信頼関係を築いてきている。人と人とのかかわり方が重要であることを再確認した。
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